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制度名：熱供給事業者から購入する
熱の排出係数（実排出係数）
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第１回開催、資料５、6・22ページより

１. 熱供給事業者から購入する熱の排出係数（実排出係数）

対象事業所の年度排出量の削減量として、義務履行に利用可能な
再エネ電気の範囲の拡大される方向で、検討されている。

削減量として排出量から除外可能な
環境価値として､自家発電・自家消
費だけでなく、事業所外の再エネ設置
（自己託送・PPA 等）、小売電気
事業者等からの購入、非化石証書等
の再エネ由来証書の直接購入につい
ても、拡大・追加を検討中。

【 現在の制度検討内容 】

(1) 制度対象事業所
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＜ 現行制度での取り扱い ＞
• 現行制度では、熱の排出係数を固定しており、熱供給事業者等から購入する熱に含ま
れる環境価値を年度排出量に反映させることができない。

• 実排出係数を利用することから、熱供給事業者等から購入する熱の排出係数※を用い
て年度排出量を算定する。

※ 熱の排出係数は地域におけるエネルギーの有効利用に関する計画制度で算定
される数値を使用する。

• 現行制度の低炭素熱事業者の認定制度の削減量算定式を一部変更した上で、実排
出係数を算定してはどうか。

第２回開催、資料４、17ページより内容抜粋【 現在の制度検討内容 】

１. 熱供給事業者から購入する熱の排出係数（実排出係数）

(2) 熱供給事業者から購入する熱の排出係数（実排出係数）
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熱の実排出係数の算定に際しては、「地域におけるエネルギーの有効利用に関
する計画制度で算定される数値」を単純に使用するのではなく、「制度対象事
業所の年度排出量の算定方法」と同じく
① 環境価値の調達による排出係数の低減効果の反映

環境価値：再エネ自家発電・自家消費、事業所外の再エネ設置（自己託送・
PPA等）、小売電気事業者等からの購入、非化石証書等の再エネ
由来証書の直接購入等。

②調達する電気の実排出係数による効果の反映
が可能となる制度として頂きたい。

【 今後、制度に反映して頂きたい内容 】

１. 熱供給事業者から購入する熱の排出係数（実排出係数）
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熱の実排出係数は、 熱供給事業者が通常販売する「標準の熱」に加えて、
積極的に低炭素な熱を購入する事業所向けとして、再エネ価値を反映した
「低炭素な熱」を販売できるように、温対法「電気の実排出係数」と同じく
③ 同地区での複数の実排出係数の反映が可能となる制度として頂きたい。

（＊温対法でも同様の検討中となります。）

【 今後、制度に反映して頂きたい内容 】

１. 熱供給事業者から購入する熱の排出係数（実排出係数）

【参考】 温対法 電気事業者別排出係数 イメージ

熱供給
事業者
某地区

電気

都市ガス

脱炭素熱メニュー
0.00 t-CO2/GJ

低炭素熱メニュー
0.03 t-CO2/GJ

標準熱メニュー
0.05 t-CO2/GJ

再エネ

基礎排出係数

(t-CO2/kWh)

メニューA 0.000000

メニューB 0.000000

メニューC 0.000000

メニューD 0.000000

メニューE 0.000000

メニューJ(残差) 0.000443

(参考値)事業者全体 0.000441

(t-CO2/kWh)

A0269
東京電力

エナジーパートナー(株)
0.000447

【小売電気事業者】

登録番号 電気事業者名
調整後排出係数
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制度名：熱供給事業者における
基準排出量の算定方法
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都内の熱供給施設は、事務所・医療・商業等が個別に持つ熱源システムを束ねている施
設となるため、新設する熱供給事業所の基準排出量の算定に際して、事務所・医療・商業
等同様に①過去の排出実績に基づく算定方法に加え、②排出標準原単位が使える制度と
して頂きたい。

一般的な熱供給受け入れ先には、
床面積の排出標準原単位が設定さ
れているが、熱供給施設には排出標
準原単位が設定されていない。
熱供給施設は、個別で熱を購入す
る事業者の機能（認められている）
を肩代わりしているとも考えられるため、
同様の扱いをして頂きたい。

熱供給
施設

電気

都市ガス

再エネ

熱供給

熱供給

熱供給

【 今後、制度に反映して頂きたい内容 】

２. 熱供給事業者における基準排出量の算定方法

右表の原単位出典：「大規模事業所への温室効果ガス排出総量削減義
務と排出量取引制度（概要）2022年5月現在 東京都環境局」P.26
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• 排出標準原単位は、熱の販売量当たり[t-CO2/GJ]とし、以下の式でご検討頂きたい。
基準排出量[t-CO2] ＝ 基準販売熱量[GJ] × 排出標準原単位[t-CO2/GJ]

• その数値は、東京都内の熱供給事業者の実績値（2011年度と2012年度の2か年度
の平均値）であり、第３計画期間の「他人から供給された熱の排出係数」であると共に、
「低炭素熱の基準」である「0.060 t-CO2/GJ 」でご検討頂きたい。

• 東京都内の熱供給事業者の実績値（2011年度と2012年度の2か年度の平均値）

【 今後、制度に反映して頂きたい内容 】

２. 熱供給事業者における基準排出量の算定方法

左表の出典：「大規模事業所への温室効果ガス排出総量削減義務と
排出量取引制度（概要）2022年5月現在 東京都環境局」P.71
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まとめ

熱の実排出係数の算定に際しては、「地域におけるエネルギーの有効利用に関する計画制
度で算定される数値」を単純に使用するのではなく、「制度対象事業所の年度排出量の算
定方法」と同じく

① 環境価値の調達による排出係数の低減効果の反映
② 調達する電気の実排出係数による効果の反映
③ 同地区での複数の実排出係数の反映

が可能となる制度として頂きたい。

都内の熱供給施設は、事務所・医療・商業等が個別に持つ熱源システムを束ねている施
設となるため、新設する熱供給事業所の基準排出量の算定に際して、事務所・医療・商業
等同様に①過去の排出実績に基づく算定方法に加え、②排出標準原単位（0.060 t-
CO2/GJ 等）が使える制度として頂きたい。

２. 熱供給事業者における基準排出量の算定方法

１. 熱供給事業者から購入する熱の排出係数（実排出係数）
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制度名：熱供給事業者から購入する熱の排出係数（実排出係数）

（出所）第5回 温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度における算定方法検討会 中間とりまとめ

現在、国の算定方法検討会にて、ガス事業者別と熱供給事業者別の排出係数の導入を検討している。
省令改正は令和5年4月、特定排出者の報告は令和６年度報告から反映予定。
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